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　さて，和歌山県は，近畿地方の南部に位置し，面積 4727 平方キロメートル，人口は約 100
万人（2010年の国勢調査における人口は，100万 1261人。住民基本台帳人口では 2011年 3月
末で，102 万 5613 人）である。国勢調査レベルでは，1980 年代に 108 万人を記録して以降，






















とがあるが，和歌山県については，市町村合併の結果，１万人未満町村は，2001 年度に 29 町
村だったのが，2010 年度には 11 町村に減少しており，人口の少ない町村を対象に合併が行わ
れたようである。
6）　以下，それぞれの地域の特徴について述べる（2010年度時点での市町村名と人口）。
　海草地域は，和歌山市と海南市（海南市，下津町が 2005 年 4 月合併），海草郡（紀美野町（野上町，美里




貴志川町が 2005 年 11 月合併）と岩出市（2006 年 4 月市制）からなる人口 12 万人の地域である。大阪南部
や和歌山市のベッドタウンとして人口が増えている地域であり，工場の進出もあるが，従来も今も農業型の
土地利用（桃）が残されている。
　伊都地域は，橋本市（橋本市，高野口町が 2006 年 3 月合併），伊都郡（かつらぎ町（かつらぎ町，花園村











浜町（白浜町，日置川町が 2006 年 3 月合併），上富田町，すさみ町）からなる，人口 12 万 5000 人の地域で
ある。田辺市は平成の市町村合併の結果，面積 1027 平方キロメートルと広大になり，県土の 1/4 を占める。
江戸時代から続く城下町として，また，熊野参詣の西側の入り口として，紀南の中心地として栄えた。東側，
北側の山間部では林業がさかんであり，沿岸部の白浜町は観光を中心とする地域である。
　　東牟婁地域は，新宮市（新宮市，熊野川町が 2005 年 10月合併）と東牟婁郡（太地町，那智勝浦町，串本町（串























1990年度 1995年度 2000年度 2005年度 2010年度
●総務部
県税取扱費交付金（単） 1,154,907 1,325,431 1,170,000 1,034,670
諸支出金・利子割交付金（単） 3,898,000 4,231,967 5,257,772 811,156
同・地方消費税交付金（単） 9,254,337 11,608,000
同・ゴルフ場利用税交付金（単） 637,785 827,165 658,349 427,760










同和対策事業債利子補給事業（単） 462,232 283,595 161,424 5,220
同和教育子ども会育成事業（単） 152,374 144,990 94,390
●福祉保健部
地域福祉センター整備補助事業 206,458
特別保育事業運営補助 225,186 262,771 451,467 201,799 113,751
地域改善対策特別保育事業 59,792 72,008
産休代替職員設置事業 49,785 35,067 20,625 12,770 4,910
乳幼児医療費助成制度（単） 56,332 216,559 658,720 449,646 741,789










国保財政健全化事業 65,993 493,594 224,294 192,209
公的病院特殊診療部門運営費自補助事業 52,265
市町村母子保健推進事業 28,694 41,300 20,478
母子家庭医療費助成事業（単） 114,054 167,179 288,987 514,610 535,051
老人保健医療費支給事業 3,388,250 4,120,166 4,984,479 7,384,178 9,745,809
老人医療費県単独支給事業（単） 743,518 1,145,235 1,073,762 113,118 35,255
市町村成人病予防事業支援事業 408,998 261,930 252,510 43,392
●商工労働観光部
石油貯蔵施設立地対策等事業 225,977 225,688 225,391 208,173 193,679




農業委員会等運営事業 178,640 214,181 224,017 159,532 120,360
水田営農活性化対策事業 43,466 42,760 69,091






団体営農道整備事業 364,576 488,890 592,893 51,338
農村総合整備モデル事業 1,028,857 1,656,570
農業集落排水事業 135,798 1,876,962 2,432,962 654,020 53,520
ふるさとづくり特別対策事業（単） 1,085,200
団体営中山間地総合整備事業 862,629 790,139 275,200 35,024
集落環境整備事業 529,441 297,840
県単土地改良事業（単） 177,500 216,000 177,000 153,664
ふるさと農道緊急整備事業（単） 1,311,420 974,707
農村総合整備事業 768,103
林道事業 1,088,034 1,299,826 1,121,157 967,545 701,237
小規模林道開設事業（単） 21,800 31,500 30,000
ふるさとづくり特別対策事業（単） 4,573,261
ふるさと林道緊急整備事業（単） 3,675,877 2,503,057 561,100
林業集落定住基盤整備事業 42,863
新林業構造改善事業 458,364





山村振興等農林漁業対策事業 758,745 568,514 195,117 34,122
中山間集落機能強化等促進事業 96,250
●県土整備部




下水道事業促進整備補助事業 37,800 65,880 54,160 54,850
浄化槽設置整備事業（単） 547,269 351,000
浄化槽市町村整備推進支援事業（単） 18,182 8,216


















については，老人保健医療費支給事業（90 年度 33 億 8825 万円，2000 年度 49 億 8448 万円，
2010 年度 97 億 4581 万円）など高齢化社会対応部分が急増していることである。なお，単独
事業である老人医療費県単独支援事業は，老健会計対象年齢の引き上げに応じて 65 歳以上の
該当者の負担を軽減するもので，90 年度 7 億 4352 万円，2000 年度 10 億 7376 万円だったが
2010 年度は 3526 万円に急減している。少子化対策としては，従来からある特別保育事業運営
補助（へき地保育所等に対するもの）が，約 2 億円程度補助されていたものが 2010 年度には












純計 特別区 大都市 中核市 特例市 中都市 小都市 町村
全　　国
都道府県支出金 4.8 4.4 2.7 4.1 5.2 5.7 5.9 6.3
地方税 39.3 30.6 44.8 46.5 49.0 46.0 33.4 27.3
和歌山県
県支出金 5.9 － － 4.7 － － 6.4 6.5















1990年度 1995年度 2000年度 2005年度 2010年度
全国
都道府県支出金 18,679（5.1） 25,924（5.3） 23,852（4.4） 22,304（4.6） 29,675（6.0）
歳出合計 364,681 492,580 546,271 489,170 490,595
和歌山県
県支出金 232（6.1） 299（5.5） 315（5.1） 273（4.9） 317（5.9）




1990年度 1995年度 2000年度 2005年度 2010年度
和歌山県 1,392（100） 2,052（147） 1,734（125） 1,164（  84） 1,128（  81）
　補助事業 741（100） 1,056（143） 1,009（136） 529（  71） 438（  59）
　うち市町村補助 105（100） 161（154） 171（163） 90（  86） 77（  73）
　　うち農林 101（100） 158（156） 158（156） 85（  84） 48（  48）
　単独事業 505（100） 818（162） 557（110） 489（  97） 628（124）
　うち市町村補助 23（100） 41（173） 38（164） 17（  71） 16（  68）
　　うち農林 5（100） 8（175） 9（170） 4（  81） 3（  69）
　　うち土木 6（100） 16（250） 12（194） 3（  55） 5（  78）
全国 117,648（100） 175,245（149） 137,362（117） 85,593（  73） 68,551（  58）
　補助事業 55,669（100） 85,019（153） 71,008（128） 40,158（  72） 29,240（  53）
　うち市町村補助 42,178（100） 71,294（169） 53,738（127） 24,526（  58） 24,360（  58）
　　うち農林 38,216（100） 64,567（169） 45,657（119） 21,617（  57） 11,699（  31）
　単独事業 55,958（100） 75,950（149） 56,572（101） 36,394（  66） 31,197（  61）
　うち市町村補助 39,513（100） 55,499（140） 39,413（100） 25,009（  63） 23,309（  59）
　　うち農林 16,230（100） 22,815（141） 15,250（  94） 6,832（  42） 4,209（  26）














助は 96 年度の 7268 億円，単独事業に対する補助も，96 年度の 5793 億円がそれぞれ峰となっ



















で見ると，都市 4.7％，１万人以上町村 7.5％，１万人未満町村 9.3％）。ところが，2005 年度
以降，１万人以上町村の比重のほうが１万人未満町村のそれを上回るのである（表は５年刻み







地方税 32.3％に対し，普通交付税 18.4％，１万人以上町村では地方税 16.9％，普通税 34.0％，
１万人未満町村では，地方税 12.9％，普通交付税 36.3％となっている。この財源調整機能は，
特別交付税についても，金額としては小さいものの，果たしているということができる（同じく，
2010 年度で見ると，都市 3.0％，１万人以上町村 5.2％，１万人未満町村 6.5％）。これに対し，






は，おおむね 0.5 あたりを推移している。町村では，北部の町村や白浜町が 0.7 程度となって
1990年度 1995年度 2000年度 2005年度 2010年度
都市 県支出金 3.8 4.0 4.7 5.5 6.4
地方税 43.9 36.5 37.9 33.3 32.3
普通交付税 10.2 9.9 15.3 16.9 18.4
特別交付税 2.7 2.2 3.1 3.3 3.0
国庫支出金 10.7 10.4 11.4 10.6 15.1
地方債 6.7 12.4 7.7 10.7 11.4
１万人以上町村 県支出金 7.6 7.8 7.5 7.8 7.8
地方税 23.0 21.9 24.1 19.7 16.9
普通交付税 27.8 27.2 30.3 29.3 34.0
特別交付税 4.0 3.4 5.0 5.3 5.2
国庫支出金 9.1 7.8 5.8 5.2 12.5
地方債 9.4 12.6 8.4 12.7 11.5
１万人未満町村 県支出金 9.9 9.6 9.3 7.0 7.3
地方税 10.9 9.9 10.5 13.5 12.9
普通交付税 40.3 37.1 39.4 34.8 36.3
特別交付税 6.7 5.3 7.3 6.6 6.5
国庫支出金 5.9 6.1 5.0 7.0 11.2



















している（2000 年度 13.0％に対し，2010 年度 24.0％）とともに，日高地域（1990 年度 20.2％
→ 2000 年度 19.9％，2010 年度 13.3％），西牟婁地域（1990 年度 16.8％→ 2000 年度 19.8％，
2010 年度 17.1％），有田地域（1990 年度 13.8％→ 2000 年度 12.6％，2010 年度 12.3％）の下降
傾向がみてとれる。とくに，日高地域の急減が顕著である。東牟婁地域は，2010 年度以降，
Ｖ字回復している（1990年度 10.6％→ 2000年度 8.0％，2010年度 9.4％）。
　なお，大阪のベッドタウンとして発展している伊都地域は，2000年度にかけ増加していたが，
9）　0.2 未満，0.2-0.4，0.4 以上の団体数は，それぞれ，1990 年度 16，21，13，1995 年度 14，21，15，2000 年
度 14，22，14 だったが，平成の市町村合併をへて，2005 年度 2，17，11，2010 年度 3，16，11 と，財政力
指数の極端に低い町村がなくなった。
1990年度 1995年度 2000年度 2005年度 2010年度
0.2未満 10.6 11.4 10.3 8.0 6.2
7.7 6.4 6.6 6.0 6.6
0.2－ 0.4 8.5 8.3 8.8 8.8 7.9
17.0 1.8 16.3 16.4 15.6
0.4以上 4.2 5.3 4.9 5.7 6.7

























が配分比率を増加させているのに比べ（2000年度と 2010年度の比較で，那賀 5.0→ 9.1，伊都 5.2
→ 6.4，西牟婁 9.7→ 10.8），そのほかの地域で減少が続いている。一般に過疎地域ほど高齢者
1990年度 1995年度 2000年度 2005年度 2010年度
海草 21.3（44.1） 24.0（43.3） 18.9（43.0） 24.1（43.1） 30.4（43.5）
　うち和歌山市 14.7（36.8） 16.9（36.3） 13.0（36.1） 15.1（36.3） 24.0（37.0）
那賀 6.8（  9.1） 8.7（10.3） 8.6（11.0） 8.4（11.4） 8.7（11.7）
伊都 10.6（  9.1） 10.2（  9.6） 12.2（  9.5） 9.5（  9.4） 8.8（  9.3）
有田 13.8（  8.4） 13.4（  8.2） 12.6（  8.1） 12.4（  8.0） 12.3（  7.9）
日高 20.2（  8.4） 18.0（  8.2） 19.9（  8.2） 16.8（  8.2） 13.3（  8.1）
西牟婁 16.8（12.3） 23.0（12.2） 19.8（12.3） 19.3（12.3） 17.1（12.2）




















1990年度 1995年度 2000年度 2005年度 2010年度
海草 61.3 60.7 61.1 59.4 55.6
25.6 （44.1） 27.8（43.3） 25.0（43.0） 22.6（43.1） 32.6（43.5）
　うち和歌山市 57.3 54.6 55.7 53.5 50.1
20.5（36.8） 21.5（36.3） 18.8（36.1） 13.7（36.3） 22.8（37.0）
那賀 2.6 6.8 5.0 6.5 9.1
 7.2（  9.1） 8.6（10.3） 10.2（11.0） 16.4（11.4） 15.1（11.7）
伊都 4.2 6.4 5.2 5.7 6.4
12.8 （  9.1） 9.2（  9.6） 10.7（  9.5） 10.1（  9.4） 8.3（  9.3）
有田 4.2 5.3 5.6 5.4 5.0
14.0（  8.4） 12.3（  8.2） 9.8（  8.1） 12.3（  8.0） 8.7（  7.9）
日高 8.7 7.7 7.0 6.6 6.6
13.7（  8.4） 15.7（  8.2） 16.0（  8.2） 15.8（  8.2） 12.7（  8.1）
西牟婁 10.0 10.4 9.7 10.2 10.8
14.7（12.3） 20.5（12.2） 19.7（12.3） 14.8（12.3） 13.9（12.2）
東牟婁 8.8 9.6 6.4 6.3 6.5






























海草 62 45.3 64,947 69,384
那賀 29 46.4 57,800 61,012
伊都 125 73.6 104,582 102,178
有田 150 70.2 110,284 115,055
日高 198 75.2 153,805 194,092
西牟婁 466 86.4 489,159 515,006
東牟婁 363 91.8 304,694 348,843



































A Study of Structural Changes Relating to Prefectural Subsidies:
Wakayama Prefecture Since the 1990s
Masahiro NAKAJIMA
Abstract
This paper contains a study of prefectural redistribution to cities, towns and villages by 
examining the trends over 20 years for subsidies issued by Wakayama Prefecture. Since 
Wakayama is a relatively weak prefecture economically, the subsidies issued to local 
governments are not large. Although there was a tendency in the 90s for subsidies to be 
distributed to local governments with small populations and limited economic strength in 
geographically neighboring areas, this tendency has become weaker in recent years.
